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デジタル庁設置法及びデジタル社会の形成を図るための関係法 

律の整備に関する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条 

例 

 

１ 改正概要 

令和３年５月19日に公布された「デジタル庁設置法」（令和３年法律第36号）及び「デ

ジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律」（令和３年法律第37号）

により、「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」

（平成25年法律第27号。以下「番号利用法」という。）の一部が改正されたことに伴い、

所要の整備を行うため、関係条例の規定の改正を行うものです。 

 

２ 改正内容 

 (1) 大磯町個人情報保護条例 

  番号利用法第21条の改正により情報提供ネットワークシステムの所管がデジタル庁に

変更されることに伴う「所管大臣」を「総務大臣」から「内閣総理大臣」とする改正及

び同法第19条第４号の追加による「号」の繰下げに伴う「引用条項」の整理を行います。 

 【改正箇所】第24条第５項 

 

 (2) 大磯町個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例 

  番号利用法第19条第４号の追加による「号」の繰下げに伴う「引用条項」の整理を行

います。 

 【改正箇所】第１条、第５条第１項 

 

(3) 大磯町手数料条例 

個人番号カードの発行に係る事務について、地方公共団体情報システム機構（以下「機

構」という。）が手数料を徴収することができることとされ、番号利用法第18条の２の

追加により、その徴収事務を機構から町長に委託することができることとされたことに

伴う個人番号カードの再交付手数料に関する規定を削除します。 

 【改正箇所】別表第１ 

 

(4) 施行日 

令和３年９月１日から施行します。 

 

 

 



 

 

大磯町個人情報保護条例 新旧対照表（第１条関係） 

改正案 現行 

第１条～第23条 省略 第１条～第23条 省略 

（訂正の請求に対する決定等） 

第24条 省略 

２～４ 省略 

５ 実施機関は、第２項の規定により個人情報の訂正をした場合において、必要が

あると認めるときは、当該個人情報の提供先（情報提供等記録にあっては、内閣

総理大臣及び番号法第19条第８号に規定する情報照会者又は情報提供者（当該訂

正に係る情報提供等記録に記録された者であって、当該実施機関以外のものに限

る。））に対し、遅滞なく、その内容を書面により通知するものとする。 

（訂正の請求に対する決定等） 

第24条 省略 

２～４ 省略 

５ 実施機関は、第２項の規定により個人情報の訂正をした場合において、必要が

あると認めるときは、当該個人情報の提供先（情報提供等記録にあっては、総務

大臣及び番号法第19条第７号に規定する情報照会者又は情報提供者（当該訂正に

係る情報提供等記録に記録された者であって、当該実施機関以外のものに限

る。））に対し、遅滞なく、その内容を書面により通知するものとする。 

第25条～第34条 省略 第25条～第34条 省略 

 

附 則 

この条例は、令和３年９月１日から施行する。 
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大磯町個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例 新旧対照表（第２条関係） 

改正案 現行 

（趣旨） 

第１条 この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律（平成25年法律第27号。以下「法」という。）第９条第２項の規定

に基づく個人番号の利用及び法第19条第11号の規定に基づく特定個人情報の提

供に関し必要な事項を定めるものとする。 

（趣旨） 

第１条 この条例は、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等

に関する法律（平成25年法律第27号。以下「法」という。）第９条第２項の規定

に基づく個人番号の利用及び法第19条第10号の規定に基づく特定個人情報の提

供に関し必要な事項を定めるものとする。 

第２条～第４条 省略 第２条～第４条 省略 

（特定個人情報の提供） 

第５条 法第19条第11号に規定する条例で定める特定個人情報を提供することが

できる場合は、別表第３の第１欄に掲げる情報照会執行機関が、同表の第３欄に

掲げる情報提供執行機関に対し、同表の第２欄に掲げる事務を処理するために必

要な限度で同表の第４欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場合において、同

表の第３欄に掲げる執行機関が当該特定個人情報を提供するときとする。 

２ 省略 

（特定個人情報の提供） 

第５条 法第19条第10号に規定する条例で定める特定個人情報を提供することが

できる場合は、別表第３の第１欄に掲げる情報照会執行機関が、同表の第３欄に

掲げる情報提供執行機関に対し、同表の第２欄に掲げる事務を処理するために必

要な限度で同表の第４欄に掲げる特定個人情報の提供を求めた場合において、同

表の第３欄に掲げる執行機関が当該特定個人情報を提供するときとする。 

２ 省略 

第６条 省略 第６条 省略 

 

   附 則 

 この条例は、令和３年９月１日から施行する。 

 

 

 

別表第１～別表第３ 省略 

 

 

別表第１～別表第３ 省略 
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大磯町手数料条例 新旧対照表（第３条関係） 

改正案 現行 

第１条～第７条 省略 第１条～第７条 省略 

 

附 則 

 この条例は、令和３年９月１日から施行する。 

 

 

別表第１（第２条関係） 

手数料を徴収する事項 手数料の金額 

省略 

省略 
 

別表第１（第２条関係） 

手数料を徴収する事項 手数料の金額 

省略 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の

利用等に関する法律に規定する個人番号、個人番号カー

ド、特定個人情報の提供等に関する省令（平成26年総務

省令第85号）第28条第１項の規定に基づく個人番号カー

ドの再交付又は行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律施行令（平成26年政

令第155号）第15条第２項から第４項までの規定に基づ

く個人番号カードの返納後の個人番号カードの再交付 

１枚につき 800円 

省略 
 

別表第２ 省略 

 

別表第２ 省略 
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＜参 考＞ 

 

１ デジタル庁設置法 

  デジタル社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進するため、デジタル社会の

形成に関する内閣の事務を内閣官房と共に助けるとともに、デジタル社会の形成に関す

る行政事務の迅速かつ重点的な遂行を図ることを目的とするデジタル庁を設置するこ

ととし、その所掌事務及び組織に関する事項を定めた。 

 

２ デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律 

デジタル社会形成基本法に基づきデジタル社会の形成に関する施策を実施するため、

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律等の関係す

る法律の改正を行った。 

 

３ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律 新旧対照表 

（下線部分は、改正部分） 

改正後 改正前 

 （個人番号カードの利用） 

第18条 省略 

 （個人番号カードの発行に関する手数料） 

第18条の２ 機構は、第16条の２第１項の規

定による個人番号カードの発行に係る事

務に関し、機構が定める額の手数料を徴収

することができる。 

２ 機構は、前項に規定する手数料の額を定

め、又はこれを変更しようとするときは、

総務大臣の認可を受けなければならない。 

３ 機構は、第１項の手数料の徴収の事務を

住所地市町村長に委託することができる。 

（特定個人情報の提供の制限） 

第19条 何人も、次の各号のいずれかに該当

する場合を除き、特定個人情報の提供をし

てはならない。 

(1)～(3)  

(4) 一の使用者等（使用者、法人又は国若

しくは地方公共団体をいう。以下この号

（個人番号カードの利用） 

第18条 省略 

（新規追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（特定個人情報の提供の制限） 

第19条 何人も、次の各号のいずれかに該当

する場合を除き、特定個人情報の提供をし

てはならない。 

(1)～(3) 

（新規追加） 
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において同じ。）における従業者等（従

業者、法人の業務を執行する役員又は国

若しくは地方公共団体の公務員をいう。

以下この号において同じ。）であった者

が他の使用者等における従業者等にな

った場合において、当該従業者等の同意

を得て、当該一の使用者等が当該他の使

用者等に対し、その個人番号関係事務を

処理するために必要な限度で当該従業

者等の個人番号を含む特定個人情報を

提供するとき。 

(5) 省略 

(6) 省略 

(7) 省略 

(8) 省略 

(9) 省略 

(10) 省略 

(11) 省略 

(12) 省略 

(13) 省略 

(14) 省略 

(15) 省略 

(16) 省略 

(17) 省略 

（情報提供ネットワークシステム） 

第21条 内閣総理大臣は、委員会と協議して、

情報提供ネットワークシステムを設置し、

及び管理するものとする。 

２ 省略 

（情報提供等の記録についての特例） 

第31条 行政機関が保有し、又は保有しよう

とする第23条第１項及び第２項に規定す

る記録に記録された特定個人情報に関し

ては、行政機関個人情報保護法第８条第２

項から第４項まで、第９条、第21条、第22

条、第25条、第33条、第34条及び第４章第

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 省略 

(5) 省略 

(6) 省略 

(7) 省略 

(8) 省略 

(9) 省略 

(10) 省略 

(11) 省略 

(12) 省略 

(13) 省略 

(14) 省略 

(15) 省略 

(16) 省略 

（情報提供ネットワークシステム） 

第21条 総務大臣は、委員会と協議して、情

報提供ネットワークシステムを設置し、及

び管理するものとする。 

２ 省略 

（情報提供等の記録についての特例） 

第31条 行政機関が保有し、又は保有しよう

とする第23条第１項及び第２項に規定す

る記録に記録された特定個人情報に関し

ては、行政機関個人情報保護法第８条第２

項から第４項まで、第９条、第21条、第22

条、第25条、第33条、第34条及び第４章第
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３節の規定は適用しないものとし、行政機

関個人情報保護法の他の規定の適用につ

いては、次の表の上欄に掲げる行政機関個

人情報保護法の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、同表の下欄に掲げる字句とす

る。 

読み替え

られる行

政機関個

人情報保

護法の規

定 

読み替え

られる字

句 

読み替える字句 

第35条 当該保有

個人情報

の提供先 

内閣総理大臣及び行

政手続における特定

の個人を識別するた

めの番号の利用等に

関する法律（平成25

年法律第27号）第19

条第８号に規定する

情報照会者若しくは

情報提供者又は同条

第９号に規定する条

例事務関係情報照会

者（当該訂正に係る

同法第23条第１項及

び第２項（これらの

規定を同法第26条に

おいて準用する場合

を含む。）に規定す

る記録に記録された

者であって、当該行

政機関の長以外のも

のに限る。） 

1 

３節の規定は適用しないものとし、行政機

関個人情報保護法の他の規定の適用につ

いては、次の表の上欄に掲げる行政機関個

人情報保護法の規定中同表の中欄に掲げ

る字句は、同表の下欄に掲げる字句とす

る。 

読み替え

られる行

政機関個

人情報保

護法の規

定 

読み替え

られる字

句 

読み替える字句 

第35条 当該保有

個人情報

の提供先 

総務大臣及び行政手

続における特定の個

人を識別するための

番号の利用等に関す

る法律（平成25年法

律第27号）第19条第

７号に規定する情報

照会者若しくは情報

提供者又は同条第８

号に規定する条例事

務関係情報照会者

（当該訂正に係る同

法第23条第１項及び

第２項（これらの規

定を同法第26条にお

いて準用する場合を

含む。）に規定する

記録に記録された者

であって、当該行政

機関の長以外のもの

に限る。）  
 

 


